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門川町ふるさと納税関連業務委託プロポーザル募集要項 

 
第１ 趣旨  

この要項は「門川町ふるさと納税関連業務委託」について、最適な事業者の選定を価格の

みによる競争によらず、企画力、技術力、提案力等の点から選定を行う公募型プロポーザ

ル（以下「プロポーザル」という。）を実施するため必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 業務の内容 

（１）業務名 

門川町ふるさと納税関連業務委託 

（２）事業内容 

「門川町ふるさと納税関連業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり 

（３）履行期間 

令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月 31 日までの間 

※選定結果通知後、契約締結日から令和 3年 3月 31 日までは業務開始に向けた 

準備期間とする。なお、準備期間に関して委託料は発生しないものとする。 

（４）委託料の提案限度額     

①委託料は、町が受領した寄附金額の９％以下（消費税及び地方消費税相当額を除

く。）の額とする。 

②令和３年度の寄附金額は２億８０００万円を想定している。 

 

第３ プロポーザル参加要件 

本プロポーザルに参加できる者は、次の要件を満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者で

あること。 

（２）役員に、次のア又はイのいずれかに該当する者がいないこと。 

ア 破産者で復権を得ない者 

 イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく 

   なった日から２年を経過しない者 

（３）次のアからウまでのいずれかに該当する者でないこと。 

ア 民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に基づき、再生手続き開始の申し立て 

がなされている者（同法に基づき再生手続き開始の申し立てをされた者で同法第 

174 条第 1項の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

イ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申し立て（同 

法附則第 2条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件に係るものを 

含む。以下同じ。）がなされている者（同法に基づき更生手続き開始の申し立てを 
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された者で、同法第 199 条第 1項若しくは第 2項又は第 200 条第 1項の規定による 

更正認可の決定を受けている者を除く。） 

ウ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続き開始の申し立てがなされ 

た者及びその開始決定がされている者（同法附則第 3条第 1項の規定によりなお従 

前の例によることとされる破産事件に係るものを含む。） 

（４）暴力団等による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法 律第 77号） 

第 2条第 2号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。 

（５）個人情報保護のために必要な措置（（プライバシーマーク（一般財団法人日本情報 

経済社会推進協会が認定するもの））等の認証取得又は事業所内での情報セキュリ 

ティポリシーの策定等を講じていること。 

（６）門川町において競争入札参加資格を有すること。（入札参加資格申請をしていない 

場合は、令和 3年 2月 1日（月）～2月 19 日（金）の間に同申請を行い確認を受け 

ること。）   

 

第４ 提出資料について（企画提案書以外） 

（１）提出書類 

① プロポーザル参加申込書（様式第１号） 

② 誓約書（様式第２号） 

③ 見積書（様式第６号） 

（２）受付期間  

令和 3年 2月 1日（月）～令和 3年 2月 19 日（金） の 17 時まで必着 

（３）提出部数  

各 1 部 

（４）提出方法  

門川町役場まちづくり推進課へ持参又は郵送により提出すること。 

なお、郵送の場合は「簡易書留」に限る。 

（５）提出先 

〒889-0696 宮崎県東臼杵郡門川町本町 1丁目 1番地 

門川町役場 まちづくり推進課 企画政策係 担当 稲村 宛 

（６）辞退の場合 

プロポーザル参加申込書を提出後、参加を辞退する場合は、速やかに辞退届（様式 

第３号）を提出すること。 
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第５ スケジュール 

実施内容 日時 

公募開始 令和 3年 2月 1日（月） 

入札参加資格申請書類の受付 令和 3年 2月 1日（月）～2 月 19 日（金） 

募集要項等に対する質問受付期限 令和 3年 2月 10 日（水）12 時迄 

質問に対する回答期限  令和 3年 2月 15 日（月） 

参加申込期限 令和 3年 2月 19 日（金）17 時迄 

企画提案書提出期限 令和 3年 3月 1日（月）17 時迄 

プレゼンテーション 令和 3年 3月 10 日（水）※午後の予定 

審査結果通知 令和 3年 3月 12 日（金） 

 
第６ 募集要項等に関する質問受付 

（１）受付期間：令和 3 年 2 月 1 日（月）～令和 3 年 2 月 10 日（水）の 12 時迄 

（２）提出方法：質問書（様式第４号）を下記アドレスまでファイルを添付し提出するこ

と。その他の方法による質問には回答しない。 

          送付先電子メールアドレス：furusato-kifu@town.kadogawa.lg.jp 

電子メールの件名に「【質問】門川町ふるさと納税関連業務委託」を記載。 

※提出後に必ず確認の電話をすること。（まちづくり推進課 稲村まで） 

（３）質問への回答は、競争上の地位その他正当な利害を害するおそれがあるものを除 

き、質問受付期間終了後に門川町ホームページにて公開する。 

 

第７ 企画提案書の提出 

（１） 提出書類 

①企画提案書（任意様式） 

    ②業務実施体制（様式第５号） 

    ③会社概要（任意の様式、既存のものでも構わないが、年末年始なども含む営業

日時を記載すること。） 

（２） 提出期限 

    令和 3年 3月 1日（月）の 17 時まで必着 

（３） 提出部数 

    正本 1部、副本 11 部 

（４） 提出方法 

    門川町役場まちづくり推進課へ持参又は郵送により提出すること。 

なお、郵送の場合は「簡易書留」に限る。 

    また、提出の際は、提出書類をフラットファイルに綴じたうえで提出すること。 

（５）提出先 第４の（５）に同じ 
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（６）企画提案書の作成方法 

   企画提案書は、以下の内容について記載すること。 

   各社の提案は、1社 1案とする。 

① 業務の実施方針 

      ・仕様書に記載された業務を実施するための方針を記載すること。 

      ・目標とする寄附金額を記載すること。 

      ※なお、評価に当たっては、提案内容やその実現可能性などを総合的に評価

するため、提示した目標金額が高額であるからといって、自動的に高得点が

得られるというものではない。 

 ② 実施に向けた具体的な取組内容 

      「①業務の実施方針」で示した方針を実現するために行う具体的な取組内容

について詳細に提案すること。 

なお、具体的な取組内容の提案として、以下の内容について、ポータルサイ

ト毎の実際のイメージを提出すること。 

 
 

 

返礼品 

焼きじょうずセット 

（焼きあじ開き・焼きあじみりん干・焼きいわしみりん干・

焼きたれめざし・焼きさばみりん干・焼きさば魚醤干・焼

きいか一夜干） 

業者名｜株式会社 水永水産 

作成する 

ポータルサイト 

「楽天ふるさと納税」「ふるさとチョイス」の２つ 

返礼品の写真 
返礼品のサンプルを提供するので、新たに撮影すること。 

サンプル代は町が負担する。 

その他 

水永水産への返礼品に関する聞き取りを希望する場合は、申

込期限までに下記担当まで電話連絡をすること。日程につい

ては調整の上、追って連絡する。 

（連絡先：まちづくり推進課 担当：稲村） 

 
 ③ その他提案 

      仕様書に記載されていない内容で、その他提案があれば記載すること。 
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第８ プロポーザル参加に際しての留意事項 

（１）失格又は無効 

以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効となる。 

ア 提出期限を過ぎて提出書類が提出された場合 

イ 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 

ウ 評価の公平性に影響を与える行為があった場合 

エ 募集要項に違反すると認められる場合 

オ 審査員に対して、直接、間接問わず故意に接触を求めた場合 

 カ 他の提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行った場合 

 キ 受託者選定終了迄に他提案者に対して応募提案の内容を意図的に開示した場合 

ク その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為があった場合 

（２）著作権・特許権等 

 提出書類に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の

法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手

法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、すべて提出者が負うものとする。 

（３）複数提案の禁止 

 複数の提案書の提出は出来ない。 

（４）提出書類の変更の禁止 

 提出期限後の提出書類の変更、差し替え若しくは再提出は認めない。 

（５）返却等 

 提出書類は、理由の如何を問わず返却しない。 

（６）費用負担 

 企画提案書作成、提出等参加に要する経費等は、全て参加者の負担とする。 

 （別途町負担である旨記載があるものは除く。） 

 

第９ 選定及び提案評価に係る事項 

（１）評価方法 

提出書類及びプロポーザル参加者によるプレゼンテーション内容を基に、競争性・

透明性の確保に十分配慮しながら、企画提案の内容、事業の実施能力等を評価・採

点し審査の上、受託候補者を選定する。 

（２）審査会 

①開催日時  令和 3年 3月 10 日（水）午後 ※時間については別途通知 

②開催場所  門川町役場 南別館 2F会議室 

③企画提案の所要時間（予定） 

プレゼンテーション ２０分程度 

質疑応答      １０分程度 
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④注意事項 

・各参加者の開始時間は、後日通知する。 

・プレゼンテーション参加人数は、１提案者あたり 3名までとする。 

・プロジェクター/スクリーンはこちらで準備したものを使用すること。 

・プレゼンテーション参加者は他の企画提案を傍聴することは出来ない。 

・指定時間に遅れた場合は参加を認めない。 

（３）評価項目及び評価内容 

別表「門川町ふるさと納税関連業務委託 評価基準」のとおり 

（４）受託候補者の選定 

①門川町は、基準点を満たしており、かつ、各審査員の合計点数が最も高いものを 

受託候補者として選定する。 

②合計点数が同じである者が複数いる場合は,審査会の協議によって決める。 

  提案者が 1者のみの場合にあっても評価は実施し、基準点を満たすときは、当 

該応募者を受託候補者として選定する。また、基準点に満たない場合、または 

提案者がない場合は、再度公募を実施する。 

（５）選定結果の通知 

   選定結果は選定後、すべての提案事業者に書面で通知する。 

   また、選定結果通知日の翌開庁日以降に次の項目を本町ホームページに公表する。 

   ・受託候補者の名称 

 

第１０ 契約に関する事項 

（１）契約の締結 

   受託候補者と門川町の間で、委託内容、経費等について再度調整を行った上で協議 

が調った場合、契約を締結する。 

（２）その他 

   受託候補者の選定後、特別な事情により契約を締結しない場合は、その理由を記載

した辞退届（任意様式）を提出すること。なお、この場合、次受託候補者について

は審査会での評価を踏まえ、審査会で協議の上決定する。 

 

第１１ 問い合わせ先及び書類提出先 

    〒889-0696 宮崎県東臼杵郡門川町本町 1 丁目 1 番地 

門川町役場 まちづくり推進課 企画政策係 担当 稲村 宛 

TEL：0982-63-1140（内線 291） 

メール：furusato-kifu@town.kadogawa.lg.jp 

 


